
・被災施設の復旧策・代替策の実施
・関係者における情報共有
・対外的な広報活動 など 時間

・航路啓開等の応急復旧対策
・被災施設の復旧策・代替策の検討
・緊急支援物資の受け入れ など

・連絡手段の二重化
・備蓄品の充実
・教育・訓練 など

約1週間 数週間から
数ヶ月

○港湾ＢＣＰとは、大地震等の自然災害等が発生しても、当該港湾の重要機能が最低限維持できるよう、自然災害等の発生後に
行う具体的な対応（対応計画）と、平時に行うマネジメント活動（マネジメント計画）等を示した文書のこと。
○港湾BCPは港湾管理者及び関係者から構成される協議会等が、関係者の合意に基づいて策定する。

事前対策 初動対応 事業継続対応発災

港湾ＢＣＰ（港湾の事業継続計画）策定ガイドラインの概要
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港湾ＢＣＰの構成 港湾ＢＣＰの効果（概念図）

時間軸

港
湾
機
能
（
取
扱
能
力
）

発災

100%

港湾ＢＣＰ
なし

港湾ＢＣＰ
あり

発災後も

港湾機能を
最低限継続

重要機能を中心
に早期機能復旧

参考資料-1

港湾ＢＣＰのイメージ

マネジメント計画 対応計画



参集・体制設置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○

　海域の被害状況把握 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

　※国、自治体の関係主体には、原則として各機関の災害対策本部、出先機関も含まれる。

　　　　　　 　緊急物資輸送対応期間を示す。

耐震強化岸壁にお
ける緊急物資輸送
船の受け入れ準備

緊急物資輸送船の
着岸と荷役作業等
の実施

関係機関への要請・連絡

施設の被災状況の
点検等

応急復旧活動

港運
関係者

海運
関係者

陸運
関係者

倉庫
関係者

24 ｈ 48 ｈ 72 ｈ

緊急物資輸送対応 関係主体

●●運
輸支局

●●県 ●●市
港湾

管理者

●●港
湾・空
港整備
事務所

●●
海上

保安部

タグ、
パイ
ロット
等

港湾
土木等
事業者

発災

参集・体制設置

緊急の水域啓開の実施

緊急物資輸送船の運航

緊急物資の荷役実施

港湾施設（岸壁・ヤード等）の被災状況の点検への協力要請

緊急物資の方面別仕分けの実施

港湾施設（岸壁・ヤード等）の被災状況の点検（使用可否の判断）

港湾施設（荷役機械）の被災状況の点検（使用可否の判断）

水域啓開・障害物除去等の要請

港湾施設の応急復旧方策の決定

港湾施設の応急復旧の要請

港湾施設の応急復旧作業の実施

緊急物資輸送船の着岸支援の体制構築

緊急物資の荷役実施の体制構築

緊急物資の輸送拠点へのトラック輸送の実施

緊急物資の避難所への配送の実施

初 動 応急復旧 緊急物資輸送

暫定水深確保状況確認

緊急物資輸送の対応計画例
（イメージ）
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港湾ＢＣＰ（港湾の事業継続計画）策定ガイドラインの概要

港湾ＢＣＰでは、緊急物資輸送だけでなく、当該港湾における重要機能（例えば国際コンテナ輸送や石炭
輸入など）ごとに、本例で示すように具体的対応と各関係者の役割（連携）を時系列で明確にする。


